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施策推進のポイント

２ 被害対象を減らす 既存の住居に対し、住まい方を工夫する 市町村・都道府県

施策に関する問合せ

目的

支援

施策の内容

根拠法令・計画等

予算・税制

支援内容

災害危険区域等建築物防災改修等事業

概要

・近年、激甚・頻発化する水災害による被害を軽減するための施策と

して、災害危険区域や浸水被害防止区域等を指定することにより、

出水などによる危険の著しい区域における新たな住宅の立地規制や、

住宅、建築物の構造規制を行うことで、水災害に対する住宅・建築

物の安全性を高めることができます。

・災害危険区域等建築物防災改修等事業は、これら災害危険区域や浸

水被害防止区域等を指定しやすい環境整備及び区域内における既存

不適格建築物等の安全性向上のため、災害危険区域（建築禁止エリ

アは除く）等に存する既存不適格建築物等について、建築制限に適

合させる改修費用等の一部を補助する地方公共団体に対して支援す

るものです。

＜災害危険区域等内における建築制限のイメージ＞

（１）対象区域

・災害危険区域（災害危険区域等の条例の規

定が施行されることにより既存不適格になる予

定の住宅及び建築物を含む）

・地区計画（浸水被害に関する建築制

限を定めているものに限る）の区域

・浸水被害防止区域

ー

【交付対象事業】

・災害危険区域等の指定に関する計画策定

・対象区域に存する住宅・建築物の基準適合調査

・特定既存不適格建築物等※の防災改修等（ピロティ化、地盤に

係る対応による居室の持ち上げ、建替え、避難空間の整備）

既存の住居に対し、住まい方を工夫する

#15 住宅等の防災改修 （嵩上げ・ピロティ化等）

実施主体

（２）防災改修等の対象となる住宅・建築物

・既存不適格の住宅・建築物（区域指定等による

建築制限等に適合しないものに限る）等

・上記に該当することが予定される住宅・建築物

（３）交付率 国１／２

・災害危険区域等の住宅等の構造基準等を定める区域指定が進むことにより、水害に対する居住の安全性が高めら

れる一方で、区域内での住宅・建築物の新築や建替え等の際には建築制限が課されることになるため、区域の指

定等にあたっては住民の方々への丁寧な説明が必要となります。

・そのため、本事業では上記の各区域等を指定しやすい環境の整備と、区域指定することにより既存不適格等にな

る住宅等について、建築制限等に適合させる改修費用などの一部を補助することで、区域指定を行いやすくし、

以て水災害に対する地域の安全性向上を図るものです。

・令和３年度以降に新たに指定された区域等または立地適正化計画における防災指針もしくは流域治水プロジェク

ト等を定めている地方公共団体における既存の区域等の内の住宅の場合は、補助上限額の嵩上げがあります。

注）建替後の住宅・建築物は原則として土砂災害特別警戒区域外に存し、建築物エネルギー消費性能基準に適合する必要があります

地方公共団体が建替える建築物はＺＥＢ水準に適合する必要があります

国土交通省 住宅局 建築指導課

建築物事故調査・防災対策室

※既存不適格等の住宅・建築物（区域指定等により建築制限や許可基準に適合しなくなっ
たもの）をいい、建築物は災害対策基本法に基づき地方公共団体が策定する地域防災計
画において避難所または一時集合場所に指定されたものに限る

※交付金制度活用にあたってのご相談は、国土交通省の各地方整備局建政部に

お問合せ願います3



災害危険区域等建築物防災改修等事業（住宅・建築物安全ストック形成事業）

Ｒ７年度までに行う事業が対象。ただし、当該期間内に計画策定に着手し、当該期
間後に災害危険区域の指定等を行う場合はＲ12年度までに行う事業が対象

水害ハザードエリアにおける災害危険区域等を指定しやすい環境整備及び既存不適格建築物の安全性向上のため、区域指定に関
する計画策定や、既存不適格建築物等の防災改修等の費用を補助する事業等を行う地方公共団体を支援する

地方公共団体が行う次の事業（②・③は民間事業者に補助する地方公共団体
の事業を含む）
① 災害危険区域等の指定に関する計画策定
② 対象区域に存する住宅・建築物の基準適合調査
③ 既存不適格等の住宅・建築物のピロティ化、嵩上げ、建替え、避難空
間の整備

※建替えの場合は、原則として次の要件に適合する必要がある
・建替後の住宅は、土砂災害特別警戒区域外に存すること
・建替後の住宅・建築物は、一定の省エネ性能を有すること

水害に係る建築制限等に関して既存不適格等である住宅・建築物

※建築物は、災害対策基本法に基づき地方公共団体が策定する地域防災計画に
おいて避難所等または一時集合場所等に指定されたものであること
※これらに該当することが予定される住宅・建築物を含む

交付率・限度額対象区域

交付対象事業

防災改修等の対象となる住宅・建築物

地方公共団体に対する交付率は1/2であり、事業費の補助限度額は次のと
おり

その他

・災害危険区域（建築基準法） ※水害に係るもの

・地区計画の区域（都市計画法） ※水害に係る建築制限が定められたもの

・浸水被害防止区域（特定都市河川浸水被害対策法）
交付対象 実施主体 住宅 建築物

計画策定 地公体 計画策定費の１／２ 計画策定費の１／３

基準適合
調査

民間事業者 国と地方で調査費用の２／３（45,000円／棟を上限）

地公体
調査費用の１／２（45,000円
／棟を上限）

調査費用の１／３（45,000／
棟を上限）

防災改修等
※4

民間事業者

重点支援以外の住宅合
-国と地方で防災改修等工
事費※１の23％

地域防災計画において一時
集合場所等に指定された建
築物の場合
-国と地方で防災改修等工
事費※１の23％

重点支援の住宅※２の場合
-国と地方で100万円/戸かつ
防災改修工事費※３の８割
を上限）

地域防災計画において防災
拠点（避難場所等）に指定さ
れている建築物の場合
-国と地方で防災改修等工
事費※１の２／３

地公体 －

地域防災計画において防災
拠点として指定されている建
築物の場合
-防災改修等工事費※１の
１／３

※１：280万円/棟又は居室の床面の持上げ等に係る複数の改修工法を比較し、最も低い改修工事費の額
※２：次のいずれかに該当する災害危険区域等の住宅

イ 令和３年度以降に新たに指定された区域
ロ 立地適正化計画における防災指針又は流域治水プロジェクト等（土地利用等に関する対策を記載
するものに限る）を定めている地方公共団体の既存区域

※３：居室の床面の持上げ等に係る複数の改修工法を比較し、最も低い改修工事費の額
※４：建替えについては、改修工事費用相当額に対して助成
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２ 被害対象を減らす 市町村
（特別な事情などがある

場合は都道府県も可）

施策に関する問合せ

目的

支援

施策の内容

根拠法令・計画等

概要

施策の効果

・本制度を用いて約19,000棟の危険住宅除去が行われています。

・災害危険区域や浸水被害防止区域の区域内にある危険住宅の移転を

促進するため対象地域の調査や、危険住宅の除却及び住宅の建設等

の費用を助成する事業等を行う地方公共団体を支援します。

（１）対象地区要件

・災害危険区域

・がけ条例等の区域

・土砂災害特別警戒区域

・土砂災害特別警戒区域への指定が

見込まれる区域

・浸水被害防止区域

・地区計画（浸水被害に関する建築制限を定めているものに限る）の区域

・過去3年間に災害救助法の適用を受けた地域

（２）対象住宅要件

・既存不適格住宅
※

※浸水被害防止区域にあっては、許可基準に適合しない既存住宅

・建築後の大規模地震、台風等により安全上若しくは生活上の支

障が生じ、地方公共団体が移転勧告、是正勧告、避難指示
※
等

を行った住宅

※ただし、避難指示は、当該指示が公示された日から6月を経過している住宅に限る

（３）交付率

・国：１／２

災害危険区域等 安全な土地等

【除却費への助成】 【建設費への助成】

【引越費用等への助成】

予算・税制

支援内容

がけ地近接等危険住宅移転事業

-

既存の住居に対し、移転を促す

既存の住居に対し、移転を促す

#17 住居の個別移転

実施主体

国土交通省 住宅局 建築指導課

建築物事故調査・防災対策室

【交付対象事業】

・事業推進費
対象地域の調査、事業計画の策定等

・除却等費
危険住宅の除却及び移転に要する費用を助成

・建設助成費
危険住宅に代わる住宅の建設、購入、改修のた
めの資金を借入れた場合における利子相当額を
助成

注）危険住宅に代わる住宅を新築する場合は原則として土砂災害特別警戒区域外に存し、建築物エネルギー消費性能基準に適合する必要があります

※交付金制度活用にあたってのご相談は、国土交通省の各地方整備局建政部に

お問合せ願います5



（１）除却等費
○危険住宅の除去などに要する費用で撤去費、動産移転費、仮住居費、
跡地整備費等（限度額：975千円/戸）

（２）建設助成費
○危険住宅に代わる新たな住宅の建設（購入を含む。）及び改修のため、
金融機関等から融資を受けた場合の利息に相当する額（借入利率：年8.5％を限度）

限度額： 【通 常】 4,210千円/戸 （建物3,250千円/戸、土地960千円/戸）

【特殊地域】 7,318千円/戸 （建物4,650千円/戸、土地2,060千円/戸、敷地造成608千円/戸）

※特殊地域～特殊土壌地帯、地震防災対策強化地域、保全人家10戸未満の急傾斜地崩壊危険区域、
出水による災害危険区域

（３）事業推進経費
○事業計画の策定、対象地域の調査等に要する費用

（１）対象地区要件
○ 地方公共団体が条例で指定した災害危険区域 （建築基準法第39条第１項）

○ 地方公共団体が条例で建築を制限している区域 （建築基準法第40条）

○ 都道府県知事が指定した土砂災害特別警戒区域 （土砂災害防止法第９条）

○ 土砂災害特別警戒区域への指定が見込まれる区域 （土砂災害防止法第４条）
○ 都道府県知事が指定した浸水被害防止区域（特定都市河川浸水被害対策法第56条第1項）
○ 地区計画（浸水被害に関する建築制限を定めているものに限る）の区域（都市計画法第12条の4）
○ 過去3年間に災害救助法の適用を受けた地域 （災害救助法第２条）

（２）対象住宅要件
○ 既存不適格住宅※

※浸水被害防止区域にあっては、許可基準に適合しない既存住宅

○ 建築後の大規模地震、台風等により安全上若しくは生活上の支障が生じ、地方公共団体が移
転勧告、是正勧告、避難指示※等を行った住宅
※ただし、避難指示については、当該指示が公示された日から6月を経過している住宅に限る

補助対象

補助要件

国：１／２、地方公共団体：１／２

市町村
（市町村が事業主体となりがたい事情がある場合は都道府県）

安全な土地

災害危険区域等

除却等への助成

＜適用イメージ＞
移転費等への助成

建設費への助成

交付率

事業実施主体

がけ地近接等危険住宅移転事業（住宅・建築物安全ストック形成事業）

がけ崩れ、土石流、雪崩、地すべり、津波、高潮、出水等の危険から住民の生命の安全を確保するため、災害危険区
域等の区域内にある既存不適格住宅等の移転に対して支援を行う。
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背景・課題

○浸水想定区域の拡大

一時避難場所整備緊急促進事業

近年の水害の激甚化・頻発化や浸水想定区域の拡大を踏まえ、水害時の一時避難場所の整備を拡大・加速する
ため、避難者の受入人数及び耐震性に関する補助要件の緩和を行う。

○民間建築物等における避難場所確保の必要性

防災備蓄倉庫

非常用発電機 マンホールトイレ

受入スペース

耐震性貯水槽

受入関連施設

止水板

○補助要件

事業概要

○補助対象費用
避難者を受け入れるために付加的に必要となる以下の施設等の整備に要する費用(掛かり増
し費用)を支援。

水防法の改正(R3年7月施行)により、大
河川以外の一級河川及び二級河川を洪
水浸水想定区域の指定対象に追加。

公的施設と併せて民間建築物も活
用し、幅広く水害時の一時避難場
所の確保を進めることが必要。

○水害の激甚化・頻発化
近年、豪雨災害が激甚化･頻発化し、各地で甚大な被害が発生。

平成30年7月豪雨
死者・行方不明者：271名
建物全壊：6783棟
被害額：1.2兆円

令和元年東日本台風
死者・行方不明者：108名
建物全壊：3229棟
被害額：1.9兆円

令和2年7月豪雨
死者・行方不明者：86名
建物全壊：1620棟
被害額：6000億円

岡山県倉敷市真備町 長野県長野市 球磨川の堤防決壊

洪水浸水想定区域図(浸水継続時間)

出典：国土交通白書等

出典：江東５区大規模水害ハザードマップ

地方公共団体と避難者の受入に関する協定を締結するオフィスビル、商業施設、マンション等
○対象建築物

令和５年度当初予算：
地域防災拠点建築物整備緊急促進事業（112億円）の内数

拡充

○補助率
・民間事業者が整備主体の場合 ：国2/3、地方1/3
・地方公共団体が整備主体の場合：国1/2

○事業期間
令和3年度～令和5年度

・20人以上の避難者を受け入れる協定を地方公共団体と締結すること

・耐震性を有すること

・浸水想定区域等の区域又はその隣接する区域で整備すること
・通常在館者分と避難者分の食料・水等を３日分備蓄可能であること 等

耐震等級２以上→建築基準法適合
（津波に関する避難場所の新築については、耐震等級２以上）

避難者の受入人数（下限）：100人以上→20人以上拡充

拡充

災害復興住宅融資・災害予防系融資[住宅金融支援機構] 継続
令和５年度当初予算：15.2億円（出資金）

災害復興住宅融資

災害予防系融資

地すべり等関連住宅融資 宅地防災工事融資

融資対象
災害により

滅失・損傷した住宅の復旧
レッドゾーン※1

からの移転等
擁壁の設置などの

宅地防災工事

融資限度額

建設（土地取得あり） 3,700 万円
建設（土地取得あり） 3,700 万円

1,190 万円
購入 購入

建設（土地取得なし） 2,700 万円
建設（土地取得なし） 2,700 万円

補修 1,200 万円

返済期間 ３５ 年以内 ３５ 年以内 ２０ 年以内

高齢者向け
返済特例※2 あり あり あり

頻発する地震・風水害などの災害への備えを強化するため、被災者の早期の自宅再建を支援するための「災害復興住

宅融資」や、住宅の移転などの事前対策を支援するための「災害予防系融資」を低利で提供することによって、被災者

や事前対策を行う者への支援を行う。

※1 急傾斜地の崩壊や地すべりなどの土砂災害のおそれがあるものとして都道府県が指定した区域

※2 自宅再建等のための資金調達が困難な高齢者に対して、月々の返済額を利息分のみとして負担を軽減する特例制度

本
来
の
金
利

実
際
の
金
利

被災者等の居住の安定を
確保する観点から、
低利な融資を提供する。
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